



































































































































































































































































































































































































































































































































































































(29) Convention on Third Party Liability in the Field of Nuclear Energy of29
th July1960.
(30) Convention of31January1963Supplementary to the Paris Convention of
29July1960on Third Party Liability in the Field of Nuclear Energy.
(31) Vienna Convention on Civil Liability for Nuclear Damage.
(32) Joint Protocol Relating to the Application of the Vienna Convention and
 
the Paris Convention.
(33) Protocol to Amend the Vienna Convention on Civil Liability for Nuclear
 
Damage.





























(35) Protocol to Amend the Convention on Third Party Liability in the Field of
 
Nuclear Energy of29July1960.
(36) Protocol to Amend the Convention of31January1963Supplementary to
 






























(37) Otto von Busekist,A Bridge between Two Conventions on Civil Liability
 
for Nuclear Damage-Joint Protocol Relationg to the Application of the Vienna
 



































































































































(41) The1997Vienna Convention on Civil Liability for Nuclear Damage and the
1997 Convention on Supplementary Compensation for Nuclear Damade-
Explanatory Texts (IAEA International Law Series№ 3,2007),Section3.9.3
参照。この解説書は、IAEAの事務局長の諮問機関として2003年に設置された














































































































(45) 日本が CSCの締約国になった場合、私見によれば、日本について CSCが発効
する日以後に提起される損害賠償請求訴訟には、その原因が福島事故であるとして
も、CSCの裁判管轄規定は適用されると解される（他の規定は適用されない）。と
いうのは、訴え提起時を基準とするのが管轄規定に関する時際法の考え方だからで
ある。たとえば、民事訴訟法（平成８年６月26日号外法律第109号）附則４条１項
は、管轄等に関する経過措置として、「新法の施行の際現に係属している訴訟の管
轄及び移送に関しては、管轄裁判所を定める合意及び送達に関する事項並びに附則
第21条に定める事項を除き、なお従前の例による。」と定めており、これは施行時
に係属していない訴訟の管轄は新規定により定まることを意味している。同様に、
民事訴訟法及び民事保全法の一部を改正する法律（平成23年第36号・未施行）附則
２条１項も同様である（いずれの場合にも、施行前にした管轄合意には新規定は適
用しないことされている）。
もっとも、この点についての政府の見解は、2011年11月15日の原子力委員会第45
回会合に提出された文科省原子力損害賠償対策室の文書によれば、「今後、仮に我
が国が CSCに加入し、同条約が発効した場合に、同条約発効前に発生した原子力
事故に関して提起された訴訟に対し同条約が適用されるかどうかについては、同条
約に明文上の規定はなく、また、我が国は同条約の締約国ではないので、現時点で
確定的に解釈することは困難であるが、一般論として言えば、条約は不遡及が原則
であるので、既に発生した原子力事故に同条約が遡及適用されるとの解釈をとるこ
とは難しいと考えられる。」と慎重な記述となっている。
(46) たとえば、原子力損害賠償に関する条約の締約国が事故発生国のみに管轄を認
めるルールを共有していても、非締約国との関係では訴訟が競合することがあり得
る。すなわち、条約によってその非締約国までを拘束することはできず、非締約国
は自国の国内法に従って、同じ原子力事故に係る訴訟についての裁判管轄を肯定し
て裁判を行うことがある。一般には、その国が被告住所地、加害行為地、結果発生
地のいずれかであれば管轄権が認められるので、その可能性は決して低いものでは
ない。そこで、日本が CSCを批准する場合には、国内実施法として、単に条約上
の義務を実施するために必要となる最小限のことを定めるだけではなく、条約を批
准してもなお問題となる点をできる限り、少なくするような措置を盛り込むことが
考えられる。すなわち、国際裁判管轄に関しては、条約の適用対象と否とを問わ
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原子力損害についての賠償請求を適切に処理できないことは確実であり、
日本として CSCを批准するとともに、他の国々にもその批准を働きかけ
る積極的な姿勢が求められる。
＊なお、校正の段階で、田辺朋行「アジア地域における原子力損害賠償枠組み
の必要性と我が国制度が直面する課題」電力中央研究所報告書Y01301に接
した（同研究所のウェブサイトで公開されている）。
ず、CSCと同じルールを国内法として定めることである（仲裁法45条が、日本が
締約国になっている「外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約」と同じルールを
定めることにより、非締約国を仲裁地とする仲裁判断にも適用されるようにしてい
るのと同じ手法である）。このように定めても、非締約国の裁判所での訴訟は止め
ることはできないものの、民事訴訟法118条１号の適用上、このルールに照らして
間接管轄を有さない裁判所の判決の日本での承認・執行を拒否することになり、そ
の結果、それらの国で訴訟をすることに合理性をなくし、日本での訴訟（又は交
渉）に一本化されることが期待される。もっとも、他方、非締約国での原子力発電
所事故の被害が日本に及んできた場合にも、日本で損害を被った者は、その非締約
国の裁判所での訴訟を余儀なくされることになる。とはいえ、日本での訴訟は実効
性のある解決にはならない虞が多く（日本にはその事故を起こした原子力事業者の
資産はなく、かつ、その国は日本の判決の執行を拒否する虞が大きい。特に、その
国が有限責任制度を採用している場合には、限られた賠償原資の分配が混乱しない
ように、外国での裁判を認めないこととしていることが予想される。）、大局的に見
れば、その非締約国での訴訟又はそれを前提にした交渉をするのが合理的であると
考えられる。
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